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「互いの個性と人格と生き方を尊重し合い，共存･共栄する社会」こそが，
人間社会の真の在り様であり「働くことを通して自己実現を図り，社会に
貢献すること」が，すべての人の権利であり義務であるとの強い思いから，
平成１１年４月に創設，平成１４年１月に特定非営利活動法人に認証され
ました。

「心身の障害，難病，高齢などのために，社会生活・職業生活の中で弱
者の立場を強いられている人たち（チャレンジド）の社会的・経済的自立
の実現」を目指します。
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ＩＣＴ（情報通信技術）の利活用技術を習得し，インターネット環境を

活用することにより，

各自の特性に応じた「生きる力」と「働く力」を身に付け，

「時間」と「場所」の制約から解放された，

新しい「学び方」 と「働き方」と「生き方」を創出し，自立・継続・発展

するソーシャルビジネスを実現する。

「ソーシャルビジネス」とは，自らが第一義として掲げる「社会貢献

の理念」に適わぬオファーは，潔く拒否し，

経済的に自立・継続・発展する事業体であると理解している。 4
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１ 構成

・理事長，事務局長，理事，正会員（約50名，90%超が職業生活弱者)

２ 事業
・テレワーカー・テレワークコーディネーターの育成

・テレワークの受注（中央省庁・県・市・民間団体・個人）

・会員への広報（公式サイト，自主エントリー）

３ 独自性

・業務の分配，進捗管理と指導，検品・納品・代金決済・報酬支給までを，
団体が統括管理・運営

・入会金・会費は徴収せず，会員は，業務で得た収入から，各自，応分の
事務費を，団体の運営資金として納付 11
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最初の９年間で実施した事業のうち，
団体が「確かな一歩」を刻み，
次なる前進の足場となった事業です。

⑴「徳島県障害者テレワーク促進事業」を受託（２００１年）

⑵「徳島県パソコンリサイクル事業」を受託（２００２年～２００４年）

⑶「マイクロソフト社ＵＰプログラム」に参画（２００４年～２００７年）

⑷「ＮＰＯアクセシビリティ支援プログラム」に参加（２００４年～）

最初の９年間で実施した事業のうち，
団体が「確かな一歩」を刻み，
次なる前進の足場となった事業です。

⑴「徳島県障害者テレワーク促進事業」を受託（２００１年）

⑵「徳島県パソコンリサイクル事業」を受託（２００２年～２００４年）

⑶「マイクロソフト社ＵＰプログラム」に参画（２００４年～２００７年）

⑷「ＮＰＯアクセシビリティ支援プログラム」に参加（２００４年～）



・全県の障害者を対象に，地域別（県下８か所），障害種別

（身体・聴覚・視覚・知的），ステップアップパソコン講習会を実施

（原点となった施設訪問講習会）
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・再生技術の習得と正規ライセンスの基本ソフト・アプリケーションソフトの
提供を可能にするため，ＮＰＯ法人イー・エルダー，日本ＩＢＭ社，マイクロ
ソフト 社が提携して行なう 「リユースＰＣ寄贈支援 プログラム」及び マイク
ロソフト社が行なう「ＭＡＲ」プログラム に
参加し， 再生処理工場の指定を受けた。

14



・平成１６年７月から開始，１０月に徳島県後援の合意書への調印・と共
同発表会を開催

・障害種別・ＩＴ活用分野別講習会・研修会を開設・運営

・平成20年度からは「コミュニティITスキルプログラム」（「UPプログラム」を
さらに拡大した世界規模のプログラムに参画し，特定非営利活動法人e-
AT利用促進協会の協力団体として，ICT利活用を基盤とした障害者の就
労支援事業を全国的に展開 15



・ＮＰＯ法人イー・エルダーが，ＮＴＴＰＣコミュニケーションズと 共同で行う
「Ｗｅｂサイトアクセシビリティ対策（高齢者・障害者ほかに優しいサイト）」
支援事業
・平成１６年１１月の企画申請で助成対象団体（第１位）となり，
実験・実証的成果物のコンテストでも，優秀賞を受賞

【Webアクセシビリティセミナー】への参加
（２００６年６月，総務省・毎日新聞社後援）
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⑴ テレワークに特化した「ＩＣＴ基盤」の整備

①「総務省地域雇用創造ＩＣＴ絆プロジェクト」交付金事業を受託し

「ＪＣＩ在宅就業支援センター」を構築（平成22年）

②「総務省ふるさとテレワーク推進のための地域実証事業」に採択され

「とくしまテレワークサポートセンター」を構築（〃27年）

⑵ ｅ－ラーニングによる障害者ＩＴ技能養成科職業訓練」の実現（〃25年）

⑶ テレワークに特化した「ＩＣＴ技術者」育成の全国展開

①「徳島県地域創生人材育成事業」を受託し，テレワーカーと

テレワーク・コーディネータ育成講習を実施（〃27年～29年）

⑷ 雇用契約に基づく，完全在宅・フルタイム就職の実現

⑸ 「一般社団法人アクセシビリティ協会」の設立

⑴ テレワークに特化した「ＩＣＴ基盤」の整備

①「総務省地域雇用創造ＩＣＴ絆プロジェクト」交付金事業を受託し

「ＪＣＩ在宅就業支援センター」を構築（平成22年）

②「総務省ふるさとテレワーク推進のための地域実証事業」に採択され

「とくしまテレワークサポートセンター」を構築（〃27年）

⑵ ｅ－ラーニングによる障害者ＩＴ技能養成科職業訓練」の実現（〃25年）

⑶ テレワークに特化した「ＩＣＴ技術者」育成の全国展開

①「徳島県地域創生人材育成事業」を受託し，テレワーカーと

テレワーク・コーディネータ育成講習を実施（〃27年～29年）

⑷ 雇用契約に基づく，完全在宅・フルタイム就職の実現

⑸ 「一般社団法人アクセシビリティ協会」の設立



平成２２年度総務省事業「地域雇用創造ICT絆プロジェクト」に応募
した「プライベート・クラウド活用によるテレワークビジネス推進事業」
が採択され，

【ＪＣＩ在宅就業支援センター】を構築

① ｅ－ラーニングシステム

② 在宅業務管理システム

③ シンクライアントシステム

を実装しており，

強固なセキュリティで守られた，安心・安全な環境でのテレワーク
を実現
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によるＩＣＴ教育の提供

① ｅ－ラーニングシステム使用法・在宅業務マニュアル

② 基本ソフト・各種アプリケーションの使用法テキスト

③ 情報交換用掲示板他が実装・整備されている。

によるテレワークの統括的管理

在宅就業を実施する上で必要とされる項目を管理できる。

によるクラウドコンピュータの利用

・クラウドコンピュータにアクセスしたのち，サーバ内で作業を行う

ため，ユーザのパソコンは，不揃い･低機能でも問題なく

高機能で豊富なソフトウェアを利用して，

強固なセキュリティに保護された環境での在宅業務が可能。
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◆ 平成27年度当初に，総務省が公募した「ふるさとテレワーク
推進のための地域実証事業」に応募し，採択された。

◆事業の概要は，
・ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ/ﾃﾚﾜｰｸｾﾝﾀｰを拠点に，都市部の企業が人を移動

させ，都市部の仕事を地方でも 変わらずにできる

「ふるさとテレワーク」の環境を構築し，地域の実情や

企業のニーズに応じた有効なモデルを検証

・ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ/ﾃﾚﾜｰｸｾﾝﾀｰの拠点において，生活直結サービスを

提供する機能について実証
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「とくしまテレワークサポートセンター」をＩＣＴ基盤とした，

ふるさとテレワーク推進のための地域実証事業」

～人を育て，地域を育て，未来を創るテレワーク基盤創出プロジェクト鳴門～

代表団体名 特定非営利活動法人ジェイシーアイ・テレワーカーズ・ネットワーク

代表者名 理事長 猪子和幸

共同提案
団体名

徳島県 鳴門市 株式会社インフォ・クリエイツ 公益財団法人
ｅ－とくしま推進財団 株式会社トクジム 日本システム開発株式会社
特定非営利活動法人チルドリン 徳島 株式会社トラストバンク
特定非営利活動法人子育て支援ネットワークとくしま 合同会社 花・花
特定非営利活動法人空き家バンクで福祉のまちづくりを考える会
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（実証内容）
・本事業の中核となるＩＣＴ基盤を包括した，

「とくしまテレワークサポートセンター」を，

徳島県鳴門市・旧川崎小学校3階に開設し，
・「ＪＣＩ在宅就業支援センター」（東京都品川区のデータセンター

に管理委託，ＶＰＮネットワーク・クラウド型サーバで構成された
コンピュータシステム）を移設し，

システムのレベルアップ・スケールアップを実施する。
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①全体図
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旧川崎小特別教室棟外観
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令和３年度末、システム老朽化のため、
全面撤去した。 25
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◆ 平成27年9月に，徳島県が公募した

「徳島県地域創生人材育成事業」に応募・採択され，
・「テレワーカー育成コース（非雇用型，ｅ－ラーニング）
・「テレワークコーディネーター育成コース」（雇用型）
の実施が決まった。
（ともに，11月２日～28年３月末，５か月／５００時間）

◆事業の目的は，
・地域で必要な「人材ニーズ」に対応するため，「従来の公的職業訓練
の枠組み」では対応できない人材育成を，創意・工夫に基づく新たな
手法で，効果的に実施する。
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【科・コース設定の基本方針】
・テレワークの健全な発展に資する事業であること。
・テレワーカーとテレワークコーディネーターの育成を併行して実施すること。
・訓練終了後，直ちに，参加できる「実業務」を用意すること。
・「雇用型」以外は，全コースを，ｅ－ラーニング方式で実施すること。

【27年度】

【計 46名】
◆２７年度終了者の状況◆
・テレワークコーディネーター育成科受講者１名を，２８年度当初から，本会事務局員として
雇用した。
・テレワーカー育成科Web専門コース受講者のうち８名が，本年１０月から開始した「総務
省Ｗｅｂアクセシビリティ検査業務」に，有資格者として参加している。

年度 科・コース名 型 期間（月・時間） 受講者

2７年

テレワークコーディネーター育成科 雇用型 ５か月・５００時間 ４名

テレワーカー育成科基礎・実践コース 非雇用型 ５か月・５００時間 １５名

テレワーカー育成科DTP・電子書籍コース 非雇用型 ５か月・５００時間 ２７名
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【２８年度】

◆２８年度終了者の状況◆ 【計 36名】
・テレワークコーディネーター育成科受講者の内，２名を，２９年度当初から，本会事務局員とし
て雇用した。

・テレワーカー育成科DTP・電子書籍コース受講者のうち10名が，本年５月から開始した，
「ＪＣＩテキスト電子書籍化業務」に参加している。

【２９年度】

年度 科・コース名 型 期間（月・時間） 受講者

28年

テレワークコーディネーター育成科 雇用型 ９か月・９００時間 4名
テレワーカー育成科基礎・実践コース 非雇用型 ５か月・５００時間 13名
テレワーカー育成科DTP・電子書籍コー
ス

非雇用型 ５か月・５００時間 19名

年度 科・コース名 型 期間（月・時間） 受講者

29年

テレワークコーディネーター育成科 雇用型 ８.５か月・８５０時間 4名
テレワーカー育成科基礎・実践コース 非雇用型 ５か月・５００時間 ７名

テレワーカー育成科データエントリー
コース

非雇用型 ５か月・５００時間 １０名

【計 21名】
29



１ 実現の要件
①実業務に耐える専門性の高いＩＣＴ利活用技術の習得
②健全な職業観の確立（自己実現，社会貢献）
③「オンサイト・ヘルプ（本会スタッフによる業務・生活の支援）」の徹底
２ 実現への経緯

２９年当初に，特例子会社設立を検討している，日本ユニシス株式会社（東証一部上場）
から
・新設会社の業務を「ウェブアクセシビリティ検査業務」に特化し，
ＪＣＩ会員を，在宅勤務社員として雇用することを検討している旨の連絡を受けた。
・７月と１１月に，取締役会長・人事部長を含む関係者が，本会活動拠点・事務局を見学。
・本会が推薦した候補者５名（重度身体障害者３名，精神障害者・知的障害者各１名）との
現地面接，書類選考を経て，採用が内定し，
・３０年４月３日に，現地（徳島市）で，入社式を実施した。（別添資料）
【新着情報】令和元年9月11日に，今春，鴨島支援学校を卒業後，本会会員となり，ＩＣＴ専門
技術者を目指していた重度の身体障害者の， への入社
が決まりました。
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①障害者自身による「ＩＣＴ教育の拡大再生産」

ＩＣＴ講習会の受講者が，次回は，講師・補助員を担当して後進を育てる
育成方法を，反復・継続することにより，会員のＩＣＴスキルは，年次的に
拡大・深化している。

②ＯＪＴによる「実践的専門性」と「職業意識」の養成

クライアントからのオファーは，「現在の力不足」を理由にして断らぬこと
と人を外部に求めない」ことを， 受注の基本ポリシーとし，必要な知識・
技術は，仕事を通して自らが求める。

上の①②をシビアに実行することで，事業の「持続的発展」を支える人材を
全て自己調達することが可能となっている。
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「新生ＪＣＩ」実現に向けたロードマップ 

特定非営利活動法人 ジェイシーアイ・テレワーカーズ・ネットワーク 

理事長 猪子和幸 

 

【基本理念】 

1999 年 4 月 1 日の創設以来２３年間，「チャレンジドが主体となって行う，複合的な

経営体」の構築を目指して繰り返してきた試行錯誤の「集大成」である。 

 

Ⅰ 「一般社団法人ＪＣＩアクセシビリティ協会」の設立 

 １ 設立のコンセプト 

⑴ 設立時の社員を，猪子和幸（個人）とＮＰＯ法人ＪＣＩ（法人）とすること

により，両法人間での「人」と「知恵」のシームレスな往来を実現する。 

⑵ 理事（５名）・監事（1 名）は，原則，徳島県内から人選する。 

⑶ 事務局の設置を明文化する。 

 

２ 事業の目的 

⑴ 社会生活・職業生活弱者（障害者・高齢者他）の自立支援 

⑵ アクセシビリティ検査員育成 

⑶ アクセシビリティ検証・評価 

⑷ その他当法人の目的を達成するために必要な事業 

 

３ 具体的な事業内容 

⑴ 教育用教材の開発・提供 

① ＪＶＳ（JCI virtual school）メンテナンス・アップデイト 

② 学習用書籍（講習会・自習用テキスト，参考書，問題集他） 

紙版・電子版ともに，Amazon KDP での配信を予定 

⑵ 障害者自立支援機器の開発・提供 

⑶ 障害者・高齢者他対象の講習会・講演会の実施 

⑷ アクセシビリティ検査業務 

 

Ⅱ 現在，進行中の新規事業 

 １ 県内の特定非営利活動法人「吉野川に生きる会」の「事業継続」支援 

同法人が，令和２年度末に，一般財団法人 セブン-イレブン記念財団の「２０

２１年度ＮＰＯ基盤強化助成」を受けたことを契機に，パートナー契約に基づ

き， 

⑴ 事務局業務代行を受託し，本会スタッフ１名が先方の事務所に出勤 

⑵  助成事業の事務・経理処理全般，ＩＣＴ基盤（HP 開設他）を担当 

  



【吉野川に生きる会ホームページ】 

URL https://yoshinogawa-ikiru.org 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 



Ⅲ アクセシビリティ検査業務の独自受注を促進 

【実績】 

１ 徳島県内全地方自治体Ｗｅｂサイトのアクセシビリティ診断を実施 

２００７年（平成１９年），本会は，徳島県が行う「平成１９年度協働推進モデ

ル創出事業」に応募・採択（事業名：県内地方自治体のＷｅｂアクセシビリティ

現状調査と改善策の提案）され，徳島県と協働で，県庁を含む県内の２５地方自

治体のＷｅｂサイトすべてを対象に，アクセシビリティＪＩＳへの対応状況を診

断し，全自治体に，診断結果報告書・解説書を提出した。 

主管課と地方自治体のＷｅｂ担当者の協力的な対応に支えられ，大きな成果をあ

げることができた。 

本事業では，障害当事者による実操作評価で，統一的な評価をするため考案し

た，「画像代替テキストの評価基準ルールブック」が高い評価を得た。 

 

 
 

２ ウェブアクセシビリティーセミナーの開催 

２００８年７月，先の「県内地方自治体のＷｅｂアクセシビリティ現状調査と

改善策の提案」に続いて，徳島県・各市町村 Web 管理担当者ほか 31 名が参加され

た。 

講演①は，JCI 猪子理事長が，JCI の Web サイト制作・アクセシビリティ事業へ

の参画実績の紹介を通して，Web アクセシビリティの理解を深めた。 

講演②は，JCI 鈴木事務局員が，Web アクセシビリティの診断方法のデモを中心

とした，勉強会形式の講義を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 徳島県ホームページウェブアクセシビリティ現状調査及び修正サポート業務 

２０１４年に，平成２６年度 徳島県福祉基金助成金「新たな地域福祉の展開に

寄与する先駆的・モデル的事業」に応募・採択され，徳島県庁含む県内２５地方

自治体のウェブサイトの JIS X8341-3:2010 対応状況を調査する事業を実施した。

各自治体のウェブサイトから４頁をピックアップし，ウェブアクセシビリティ検

査を実施し，検査結果を取り纏め，徳島県に提出した。 

翌２０１５年，徳島県秘書課から，将来的にＣＭＳの切替を検討していること

が明かされ，「現行の徳島県ホームページの問題点を洗い出し，可能な範囲で修正

し，ウェブアクセシビリティ方針策定の参考にしたい」という相談があり，同年

度中に，徳島県ホームページの主要５０頁のウェブアクセシビリティ検査を実施

し，診断結果報告書・修正解説書を提出し，再検査まで手厚くサポートした。 

 

４ 「徳島県版ＣＭＳ・Bayberry」開発への貢献 

２０１６年，徳島県は，２００９年から県内の地方自治体で使用してきたＣＭ

Ｓの更新を決めた。 

同年は，「障害者差別解消法」と「障がいのある人もない人も暮らしやすい徳島

づくり条例」が施行された年でもあり，新ＣＭＳには「ウェブアクセシビリティ

に配慮したホームページづくり」が，強く求められた。 

新しい開発元は，県内業者から，プロポーザル方式で募集し，テック情報株式

会社に決定した。 

ＪＣＩは技術協力事業者として，同社に対し，ウェブアクセシビリティ機能・

対応についての情報提供，ウェブコンテンツ実装方法の提案，ＦＡＱなどを通し

て，徳島県版ＣＭＳ・Bayberry の開発に貢献した。 

 

  



 

【参 考】 

 

「第１回ＮＰＯアクセシビリティ支援プログラム」への参加（２００５年） 

ノーマライゼーション社会を目指すＮＰＯを対象に，障害者や高齢者が使いやす

いホームページ制作に必要な資金と技術を提供する第一回「ＮＰＯアクセシビリテ

ィ支援プログラム」に参加し，ＪＣＩは企画申請で全国１位を獲得した。 

  参加申請書の授賞式が２００５年１１月１日，東京都港区のＮＴＴＰＣコミュニ

ケーションズ本社で開かれた。 

受賞団体挨拶で，猪子和幸理事長は「ＩＴを活用した障害者の就労支援をしてい

る。今回の受賞を期に，当事者とともに操作性の高いサイトを目指す。支援技術の

診断もしていきたい」と喜びを語った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「第２回ＮＰＯアクセシビリティ支援プログラムセミナー」（２００６年） 

２００６年６月１９日，東京千代田区の毎日ホールで「第２回ＮＰＯアクセシビ

リティ支援プログラム発表（Ｗｅｂアクセシビリティ・セミナー）」が開かれた。（Ｎ

ＰＯ法人イー・エルダー主催 総務省，毎日新聞社 後援） 

首都圏をはじめ，全国各地で活動するＮＰＯ職員や視覚障害者ら，約１００人が

参加し，さまざまな立場でアクセシビリティを実践する専門家らの講演が行われた。 

猪子和幸理事長は，第１回のプログラムの助成金で， 

・全盲のメンバーを含む，障害当事者の Web アクセシビリティ研修チームを発足さ

せたこと。 

・デンソーのアクセシビリティ事業の一部を受注したことなどを紹介。 

  今後の課題として，「Ｗｅｂアクセシビリティを障害者の専門職として定着させ

たい。そのためにはＪＩＳ化を請け負う何らかの組織の設立が必要」と訴えた。 

 

 

 

 

 

 

毎日新聞ユニバーサロン ２００６年６月２１日の記事より抜粋 

毎日新聞ユニバーサロン ２００５年１１月２日の記事より抜粋 



「新生ＪＣＩ」実現に向けた
ロードマップ

「チャレンジドが主体となって行う，複合的な経営体」の構築



【基本理念】

• 1999年4月1日の創設以来２３年間，「 が
主体となって行う， 」の構築を目指し
て繰り返してきた試行錯誤の「 」である。

28/24/2022



Ⅰ 「一般社団法人ＪＣＩアクセシビリティ協会」の設立

１ 設立のコンセプト

⑴ 設立時の社員を，猪子和幸（個人）とＮＰＯ法人ＪＣＩ（法人）とすることにより，
両法人間での「人」と「知恵」のシームレスな往来を実現する。

⑵ 理事（５名）・監事（1名）は，原則，徳島県内から人選する。

⑶ 事務局の設置を明文化する。

8/24/2022 3



Ⅰ 「一般社団法人ＪＣＩアクセシビリティ協会」の設立

２ 事業の目的

⑴ 社会生活・職業生活弱者（障害者・高齢者他）の自立支援

⑵ アクセシビリティ検査員育成

⑶ アクセシビリティ検証・評価

⑷ その他当法人の目的を達成するために
必要な事業

8/24/2022 4



Ⅰ 「一般社団法人ＪＣＩアクセシビリティ協会」の設立

３ 具体的な事業内容

⑴ 教育用教材の開発・提供

① ＪＶＳ（JCI virtual school）メンテナンス・アップデイト
② 学習用書籍（講習会・自習用テキスト，参考書，問題集他）

紙版・電子版ともに，Amazon KDPでの配信を予定

⑵ 障害者自立支援機器の開発・提供

⑶ 障害者・高齢者他対象の講習会・講演会の実施

⑷ アクセシビリティ検査業務

8/24/2022 5



Ⅱ 現在，進行中の新規事業

１ 県内の特定非営利活動法人「吉野川に生きる会」の「事業継続」支援

同法人が，令和２年度末に，一般財団法人 セブン-イレブン記念財団の「２０２１
年度ＮＰＯ基盤強化助成」を受けたことを契機に，パートナー契約に基づき，

⑴ 事務局業務代行を受託し，本会スタッフ１名が先方の事務所に出勤

⑵ 助成事業の事務・経理処理全般，ＩＣＴ基盤（HP開設他）を担当

8/24/2022 6



Ⅱ 現在，進行中の新規事業
【吉野川に生きる会ホームページ】 URL https://yoshinogawa-ikiru.org
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Ⅲ アクセシビリティ検査業務の独自受注を促進

【実績】

１ 徳島県内全地方自治体Ｗｅｂサイトのアクセシビリティ診断を実施

• ２００７年（平成１９年），本会は，徳島県が行う「平成１９年度
協働推進モデル創出事業」に応募・採択（事業名：県内地方
自治体のＷｅｂアクセシビリティ現状調査と改善策の提案）され，
徳島県と協働で，県庁を含む県内の２５地方自治体のＷｅｂ
サイトすべてを対象に，アクセシビリティＪＩＳへの対応状況を
診断し，全自治体に，診断結果報告書・解説書を提出した。

• 主管課と地方自治体のＷｅｂ担当者の協力的な対応に支えられ，大きな成果をあげることが
できた。

• 本事業では，障害当事者による実操作評価で，統一的な評価をするため考案した，
「画像代替テキストの評価基準ルールブック」が高い評価を得た。
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Ⅲ アクセシビリティ検査業務の独自受注を促進

２ ウェブアクセシビリティーセミナーの開催
• ２００８年７月，先の「県内地方自治体のＷｅｂアクセシビリティ現状調査と改善策の提案」に続

いて，徳島県・各市町村Web管理担当者ほか31名が参加された。

• 講演①は，JCI猪子理事長が，JCIのWebサイト制作・アクセシビリティ事業への参画実績の紹
介を通して，Webアクセシビリティの理解を深めた。

• 講演②は，JCI鈴木事務局員が，Webアクセシビリティの診断方法のデモを中心とした，勉強
会形式の講義を行った。
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Ⅲ アクセシビリティ検査業務の独自受注を促進

３ 徳島県ホームページウェブアクセシビリティ現状調査及び修正サポート業務
• ２０１４年に，平成２６年度 徳島県福祉基金助成金「新たな地域福祉の展開に寄与する先駆

的・モデル的事業」に応募・採択され，徳島県庁含む県内２５地方自治体のウェブサイトのJIS 
X8341-3:2010対応状況を調査する事業を実施した。

• 各自治体のウェブサイトから４頁をピックアップし，
ウェブアクセシビリティ検査を実施し，検査結果を
取り纏め，徳島県に提出した。

• 翌２０１５年，徳島県秘書課から，将来的にＣＭＳ
の切替を検討していることが明かされ，「現行の
徳島県ホームページの問題点を洗い出し，可能な
範囲で修正し，ウェブアクセシビリティ方針策定の
参考にしたい」という相談があり，同年度中に，
徳島県ホームページの主要５０頁のウェブアクセシビリティ検査を実施し，診断結果報告書・
修正解説書を提出し，再検査まで手厚くサポートした。
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Ⅲ アクセシビリティ検査業務の独自受注を促進

４ 「徳島県版ＣＭＳ・Bayberry」開発への貢献
• ２０１６年，徳島県は，２００９年から県内の地方自治体で使用してきたＣＭＳの更新を決めた。

• 同年は，「障害者差別解消法」と「障がいのある人もない人も暮らしやすい徳島づくり条例」が
施行された年でもあり，新ＣＭＳには「ウェブアクセシビリティに配慮したホームページづくり」
が，強く求められた。

• 新しい開発元は，県内業者から，プロポーザル方式で募集し，テック情報株式会社に決定した。

• ＪＣＩは技術協力事業者として，同社に対し，ウェブアクセシビリティ機能・対応についての情報
提供，ウェブコンテンツ実装方法の提案，ＦＡＱなどを通して，徳島県版ＣＭＳ・Bayberryの開
発に貢献した。
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【参考】

１ 「第１回ＮＰＯアクセシビリティ支援プログラム」への参加（２００５年）
• ノーマライゼーション社会を目指すＮＰＯを対象に，障害者や高齢者が使いやすいホームペー

ジ制作に必要な資金と技術を提供する第一回「ＮＰＯアクセシビリティ支援プログラム」に参加
し，ＪＣＩは企画申請で全国１位を獲得した。

• 参加申請書の授賞式が２００５年１１月１日，東京都港区のＮＴＴＰＣコミュニケーションズ本社
で開かれた。

• 受賞団体挨拶で，猪子和幸理事長は「ＩＴを活用した障害者の就労支援をしている。今回の受
賞を期に，当事者とともに操作性の高いサイトを目指す。支援技術の診断もしていきたい」と
喜びを語った。
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【参考】

２ 「第２回ＮＰＯアクセシビリティ支援プログラムセミナー」（２００６年）
• ２００６年６月１９日，東京千代田区の毎日ホールで「第２回ＮＰＯアクセシビリティ支援プログ

ラム発表（Ｗｅｂアクセシビリティ・セミナー）」が開かれた。（ＮＰＯ法人イー・エルダー主催 総
務省，毎日新聞社 後援）

• 首都圏をはじめ，全国各地で活動するＮＰＯ職員や視覚障害者ら，約１００人が参加し，さまざ
まな立場でアクセシビリティを実践する専門家らの講演が行われた。

• 猪子和幸理事長は，第１回のプログラムの助成金で，
• 全盲のメンバーを含む，障害当事者のWebアクセシビリティ研修チームを発足させたこと。

• デンソーのアクセシビリティ事業の一部を受注したことなどを紹介。

• 今後の課題として，「 として定着させたい。そのため
には 」と訴えた。

8/24/2022 13



 

 

 

 

 

一般社団法人ＪＣＩアクセシビリティ協会 

定  款 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年７月１日作成 

令和４年７月７日公証人認証 

令和４年８月２日成立 

 

 



１ 

 

第１章 総則 

第１条 （名称） 

当法人は、一般社団法人ＪＣＩアクセシビリティ協会と称する。 

第２条 （主たる事務所） 

当法人は、主たる事務所を徳島県鳴門市大麻町池谷字浜田９６番地１に置く。 

第３条 （目的） 

当法人は、障害者・高齢者等の社会的・経済的自立及び生活環境改善に寄与すること

を目的とし、その目的に資するために次の事業を行う。 

（１） 高齢者・障がい者等の就業・就労支援事業 

（２） アクセシビリティ検査員育成事業 

（３） アクセシビリティ検証・評価事業 

（４） 教育用書籍の出版事業 

（５） 障害者自立支援機器の提供事業 

（６） その他当法人の目的を達成するために必要な事業 

第４条 （公告） 

当法人の公告は、電子公告により行う。 

但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな

い場合は、官報に掲載する方法により行う。 

第５条 （機関の設置） 

当法人は、理事会及び監事を置く。 

 

第２章 社員 

第６条 （社員） 

当法人の社員は、当法人の目的に賛同した者であって、次条の規定により当法人の社

員となったものとする。 

第７条 （社員の資格の取得） 

当法人の社員になろうとする者は、理事会の推薦を受けた後、社員総会の承認を得な



２ 

 

ければならない。 

第８条 （経費の負担）  

当法人の運営に必要な経費は、当法人の事業収益をもって賄うものとし、社員は経費

負担の義務を負わない。 

第９条 （退社） 

社員は、任意にいつでも退社することができる。但し、予め、１ヶ月以上前に当法人

に対して書面で退社の予告をするものとする。 

第１０条 （除名） 

当法人の社員が、当法人の名誉を毀損し、又は、当法人の目的に反するような行為を

したとき、又は、社員としての義務に違反したときは、一般社団法人及び一般財団法人

に関する法律（以下「一般法人法」という。）の規定による社員総会の決議により除名

することができる。 

第１１条 （社員の資格の喪失） 

社員が次の各号のいずれかに該当する場合には、その資格を喪失する。 

（１） 退社したとき。 

（２） 死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は解散したとき。 

（３） 除名されたとき。 

（４） 総社員の同意があったとき。 

第１２条 （社員名簿） 

当法人は、社員の氏名又は名称及び住所ならびに基金の拠出額を記載した名簿を作成

する。 

 

第３章 社員総会 

第１３条 （社員総会） 

当法人の社員総会は、定時社員総会及び臨時社員総会とし、定時社員総会は毎事業年

度終了後３ヶ月以内に開催し、臨時社員総会は必要に応じて開催する。 

第１４条 （招集） 

社員総会の招集は、理事の過半数をもって決定し、代表理事がこれを招集する。 
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第１５条 （構成） 

社員総会は、すべての社員をもって構成する。  

２ 社員総会における議決権は、社員１名につき１個とする。 

第１６条 （権限） 

社員総会は、次の事項を決議する。 

（１） 社員の資格の承認 

（２） 社員の除名 

（３） 理事及び監事の選任又は解任 

（４） 理事及び監事の報酬等の額 

（５） 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の承認 

（６） 定款の変更 

（７） 解散及び残余財産の処分 

（８） 前各号に定めるものの他、法令又はこの定款で定める事項 

第１７条 （議長） 

社員総会の議長は、代表理事がこれに当たる。代表理事に事故があるときは、理事の

互選により議長を定める。 

第１８条 （議事録） 

社員総会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成し、社員総会

の日から１０年間主たる事務所に備え置く。 

２ 議長及び出席した理事は、前項の議事録に記名押印する。 

 

第４章 理事及び監事 

 

第１９条 （員数） 

当法人には、理事３名以上及び監事１名を置く。 

第２０条 （選任） 

当法人の理事及び監事は、社員総会の決議によって社員の中から選任する。 

２ 監事は、当法人又はその子法人の理事もしくは使用人を兼ねることができない。 

３ 理事のうち、理事のいずれか１名とその配偶者又は三親等内の親族その他法令で定

める特別の関係にある者の合計数は、理事総数の３分の１を超えてはならない。監事
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についても、同様とする。 

４ 他の同一の団体の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密接な関係

にある理事の合計数は、理事の総数の３分の１を超えてはならない。監事についても、

同様とする。 

第２１条 （任期） 

理事及び監事の任期は、就任後２年以内の最終の事業年度に関する定時社員総会の終

結の時までとする。 
２ 任期満了前に退任した理事の補欠として、又は、増員により選任された理事の任期

は、前任者又は他の在任理事の任期の残存期間と同一とする。 

３ 任期満了前に退任した監事の補欠として選任された監事の任期は、前任者の任期の

残存期間と同一とする。 

第２２条 （代表理事の選定及び職務権限） 

当法人には、代表理事１名を置き、理事会の決議によりこれを定める。 

２ 代表理事は、当法人を代表し、法人の業務を統轄する。 

３ 代表理事をもって、理事長とする。 

第２３条 （理事の職務及び権限） 

理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款に定めるところにより、職務を執行する。 

第２４条 （監事の職務及び権限） 

監事は、理事の職務の執行を監査し、法令の定めるところにより、監査報告を作成す

る。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、必要に応じて業務

及び財産の状況を調査することができる。 

 

第５章 理事会 

第２５条 （構成） 

理事会は、すべての理事をもって構成する。 

第２６条 （理事会の職務権限） 

理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行う。 

（１） 業務執行に関する重要事項の決定 
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（２） 代表理事の選定及び解職 

（３） 法令に定める事項の決定 

第２７条 （種類及び開催） 

理事会は、通常理事会及び臨時理事会の２種とする。 

２ 通常理事会は、毎年２回開催する。 

３ 臨時理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

（１） 代表理事が必要と認めたとき 

（２） 代表理事以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって代表理事

に招集の請求があったとき 

（３） 前号の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日

を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合において、その請求を

した理事が招集したとき 

第２８条  （招集） 

理事会は、代表理事が招集する。 ただし、前条第３項第３号により理事が招集す

る場合及び一般法人法第１０１条第３項の規定に基づき監事が招集する場合を除く。 

２ 代表理事は、前条第３項第２号又は一般法人法第１０１条第２項に該当する場合は、

その請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理事

会の日とする理事会の招集の通知を発しなければならない。 

第２９条 （議長） 

理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。代表理事に事故等による支障があるとき

は、その理事会において、出席した理事の中から議長を選出する。 

第３０条 （決議） 

理事会の決議は、この定款に別段の定めがある場合を除き、決議に加わることのでき

る理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。  

第３１条 （議事録） 

理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成し、出席した理事

及び監事は、議事録に署名又は記名捺印する。 

 

第３２条 （理事会規則） 
理事会の運営に関して必要な事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、理事会
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の規則で定める。 

 

第６章 基金 

第３３条 （基金の拠出） 

当法人は、社員又は第三者に対し、基金の拠出を求めることができるものとする。 

第３４条 （基金の拠出） 

拠出された基金は、基金拠出者と合意した期日まで返還しない。 

第３５条 （基金の返還の手続） 

基金の拠出者に返還する基金の総額については、定時社員総会における決議を経た後、

代表理事が決定したところに従って返還する。 

 

第７章 計算 

第３６条 （事業年度） 

当法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月末日までとする。 

第３７条 （剰余金の不分配） 

当法人は、剰余金の分配を行わない。 

 

第８章 定款の変更、解散 

第３８条 （定款の変更） 

この定款は、社員総会において、総社員の半数以上であって、総社員の議決権の３分

の２以上に当たる多数の決議をもって変更することができる。 

第３９条 （解散） 

当法人は、一般法人法第１４８条第１号、第２号及び第４号から第７号までに規定す

る事由によるほか、社員総会において、総社員の半数以上であって、総社員の議決権の

３分の２以上に当たる多数の決議により解散することができる。 
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第４０条 （残余財産の帰属） 

当法人が清算をする場合において有する残余財産は、社員総会の決議を経て、公益社

団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第１７号に掲げる法人又は国若

しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

第９章 事務局 

第４１条 （設置等） 

当法人の事務を処理するため、事務局を設置することができる。 

２ 事務局には、事務局長及び所要の職員を置くことができる。 

３ 重要な職員は、代表理事が理事会の承認を得て任免する。 

４ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 

 

第１０章 附則 

第４２条 （最初の事業年度） 

当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から令和５年３月末日までとする。 

第４３条 （設立時役員） 

当法人の設立時の理事、代表理事及び監事は、次のとおりである。 

 

設立時理事 猪子和幸 

設立時理事 鈴木雅彦 

設立時理事 村上晶一 

設立時理事 大高幸男 

設立時代表理事 猪子和幸 

設立時監事 田尾忠雄 

第４４条 （設立時社員） 

当法人の設立時社員の氏名及び住所は次のとおりである。 

 

徳島県鳴門市大麻町池谷字丸池２９番地の３ 

特定非営利活動法人ジェイシーアイ・テレワーカーズ・ネットワーク 
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徳島県鳴門市大麻町池谷字浜田９６番地１ 

猪子和幸 

第４５条 （根拠法令） 

この定款に規定のない事項は、すべて一般法人法その他の法令によるものとする。 

 

以上、一般社団法人ＪＣＩアクセシビリティ協会設立のためこの定款を作成し、設立

時社員が次に記名捺印する。 
 

令和４年７月１日 

 

設立時社員 特定非営利活動法人ジェイシーアイ・テレワーカーズ・ネットワーク 

 理事 猪子 和幸 ㊞ 

 

設立時社員 猪子 和幸 ㊞ 


